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    平成１５年３月７日 

総   務   省 

平成１４年「通信利用動向調査」の結果 
  

総務省では、平成１４年末における世帯・世帯構成員、事業所及び企業における電気通信・

放送サービスの利用実態を把握するため、本調査を実施しました。 

このたび、調査結果の概要を取りまとめましたので、お知らせいたします。 
 
【今回の結果の特徴】 

○ 世界第２位のインターネット利用者数 

  インターネット利用者数は、対前年比１,３４９万人増の６,９４２万人。米国に次ぐ世

界第２位。（Ｐ１上図，Ｐ２上図） 

○ 人口普及率は、初めて５０％を突破 

対前年比１０．５ポイント増の５４．５％に増加。（Ｐ１上図） 

○ 人口普及率は、前年の１６位から１０位に上昇。（Ｐ２下図） 

 

【主な所見】 

○ インターネットの世帯普及率が大幅に増加 

世帯普及率は、対前年比２０．９ポイント増の８１．４％に増加。（Ｐ１下図） 

○ 世帯のブロードバンド利用率が倍増 

世帯におけるパソコンからのインターネットの接続方法として、ブロードバンド回線が

前年の１４．９％から２９．６％と約２倍に増加。（Ｐ３図） 

○ デジタルディバイドは依然存在 

インターネット利用率が、すべての属性（世代別、年収別、性別及び都市規模別）で前

年よりも増加するが、世代別の格差はなお大きい。（Ｐ４図） 

○ 個人のインターネット利用上の不安・不満はセキュリティ関係が上位 

第１位の不安・不満は、プライバシー保護で５４．１％。第２位は、ウィルスの感染で

４１．４％。（Ｐ５上図） 

○ インターネット未利用者が利用しない理由は「必要がない」から 

「必要がない」が最も多く、３６．０％。続いて、「パソコン等の機器操作が困難」が

２３．４％、「プライバシー保護に不安」が１４．８％。（Ｐ６下図） 



○ 約３割弱の個人が被害に遭遇 

２８．８％の利用者が、パソコンからのインターネット利用上、ウィルス、迷惑メール

等の被害を被る。被害内容は、「ウィルス発見・感染」が最も多く、２０．７％の利用

者が被害。（Ｐ５下図） 

○ 約４分の３の企業が被害に遭遇 

７６．２％の企業が、情報通信ネットワークの利用上、ウィルス、不正アクセス等の被

害を被る。被害内容は、「ウィルス発見・感染」が最も多く、７５．０％の利用企業が

被害。（Ｐ７図） 

 

【調査概要】 
 

 本調査は、世帯・世帯構成員、事業所及び企業を対象とし、統計報告調整法に基づく承
認統計として平成２年から毎年実施（企業調査は、平成５年に追加し、平成６年を除き毎年

実施。世帯構成員調査は、平成１３年より実施）。 

 
 
【調査詳細】 
 

 世帯調査 事業所調査 企業調査 

調査時期 平成１４年１２月 

対象地域 全  国 全   国 全   国 

属性範囲・ 

調査の単位数 

20 歳以上（平成 14 年 4 月 

1 日現在）の世帯主の 

いる世帯及びその構成員 

常雇従業者規模 5 人以上の 

事業所（郵便、電気通信業を除

く。） 

常雇従業者規模 100 人以上

の企業（農業、林業、漁業及

び鉱業を除く。） 

ｻﾝﾌﾟﾙ数 6,400 世帯 5,600 事業所 3,000 企業 

有効回答数

（率） 

    3,673 世帯（12,175人） 

（57.4％） 

3,354 事業所 

（59.9％） 

1,994 企業 

（66.5％） 

調査事項 情報通信の利用状況等 

対象の 

選定方法 

無作為抽出 

（都市規模を層化基準と 

した層化二段抽出） 

無作為抽出 

（業種及び常雇従業者数を 

層化基準とした系統抽出） 

無作為抽出 

（常雇従業者数を層化基準

とした系統抽出） 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 

 

 
 
                                   連絡先：情報通信政策局総合政策課情報通信経済室  
                                         （担当：柴山課長補佐、丸山統計企画係長） 
                                          電話：（代表）０３－５２５３－５１１１ 
                                                              内線５７４４ 
                                                   （直通）０３－５２５３－５７４４ 
                                           mailto： johotsushintokei@soumu.go.jp 



  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主な調査結果 

平成１４年通信利用動向調査の結果 
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 ◇ 平成１４年（２００２年）末のインターネット利用者数及び人口普及率 

インターネット利用者数は対前年比１,３４９万人増の６，９４２万人。人口普及率は５４．５％（対

前年比１０．５ポイント増）と初めて５０％を超える。２人に１人以上がインターネットを利用。 
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  （注）①上記のインターネット利用者数は、 
― パソコン、携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末、ゲーム機・ＴＶ機器等のうち、１つ以上の機器から利用している者が対象。 
― ６歳以上が対象。 
②平成14年末の我が国の人口普及率（５４. ５％）は、本調査で推計したインターネット利用者数６，９４２万人を、平成14年末の全人口推計
値１億２，７３８万人（国立社会保障・人口問題研究所「我が国の将来人口推計（中位推計）」）で除したもの（全人口に対するインターネット
利用者の比率）。 

③平成９～12年末までの数値は「通信白書（現情報通信白書）」より抜粋。平成１３年末の数値は、平成１３年通信利用動向調査の推計値。 
④推計においては、高齢者及び小中学生の利用増を踏まえ、対象年齢を年々 拡げており、平成12年末以前の推計結果については厳密に
比較出来ない（平成 11 年末までは 15～69 歳、平成 12 年末は 15～79 歳、平成 13 年末から6 歳以上）。 

 

◇ 世帯、事業所及び企業でのインターネット普及率 

世帯普及率は８１．４％（対前年比２０．９ポイント増）、事業所普及率は７９．１％（対前年比 

１１．１ポイント増）と急増。企業普及率は９８．４％（対前年比０．８ポイント増）。 
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（注）「世帯普及率」とは、「自宅・その他」において、個人的な使用目的のためにパソコン、携帯電話等によりインターネットを利用している構成員がいる世帯の割合。 
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（参考）  

◇ インターネット利用者数１，０００万人以上の国及び地域 

  我が国のインターネット利用者数の順位は、米国に次ぐ世界第２位。 

 

◇ インターネット人口普及率５０％以上の国及び地域 

我が国におけるインターネット人口普及率の順位は１０位。前年の１６位から、大きく順

位が上昇。 

 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 （注）  我が国の数値は平成１４年通信利用動向調査の結果（平成１４年末現在）。 

韓国は韓国情報通信部、中国は CNNIC（中国インターネット協会）の公表値（ともに平成１４年末現在）。その他の国は、平成１５年３月現在

のＮＵＡ社公表資料より抜粋。（なお、ＮＵＡ社では、各国の調査機関等が公表しているデータを取りまとめて同社ホームページに掲載してい

るが、各国の調査時期・方法は異なっていることから、上記比較はあくまで参考値） 
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◇ 世帯（自宅）におけるパソコンからのインターネットの接続方法 

ブロードバンド回線が対前年比１４．７ポイント増の２９．６％に急増。他方、電話回線（ダイ

ヤルアップ）は対前年比２．３ポイント減の４４．９％に減少。 

なお、常時接続回線（ブロードバンド回線又はＩＳＤＮ（常時接続）のいずれか）は４４．３％と

半数弱の世帯が利用。 
 

世帯（自宅）におけるインターネット接続回線の割合の推移（複数回答）（「自宅」の「パソコン」か

らのインターネット利用世帯のうち） 

6.9
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56.2

14.9

24.6

47.2

29.6

16.8
11.2

44.9

0.0
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平成１２年末 平成１３年末 平成１４年末

 

２ 世帯・個人におけるブロードバンドの普及状況

(注) 「ブロードバンド回線」：DSL、ケーブルインターネット、無線（ＦＷＡ等）及び光ファイバー（光ファイバーは平成１３年からの調査項目）
    ＩＳＤＮ（常時接続）は、平成 14 年からの調査項目 

(％) 

平成 12、
13 は n.d. 

いずれかを利用
４４．３％ 
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◇ 属性別のインターネット利用率 

各属性において昨年よりも利用率は増加（20 歳代、年収 200 万未満、町村部の増加幅が大

きい）。デジタルディバイドは依然存在。 

世代別のインターネット利用率の推移  
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◇ インターネット利用者がインターネットを利用する際に感じる不安・不安は、「プライバシーの

保護」が最も多く、５４．１％。続いて、「ウィルスの感染」が４１．４％。 

なお、「不安・不満なし」が８．８％に止まっており、インターネット利用者の多くは、何らかの

不安・不満をもちながらインターネットを利用している状況。 

インターネットを利用する際に感じる不安・不満（複数回答） 

54.1
41.4

21.0
17.0
16.8

11.1
10.8
10.5
8.1
4.3
2.3
6.6

2.1
8.8

27.3
25.8
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ウィルスの感染

電子的決済手段の信頼性

通信料金が高価

違法・有害情報が氾濫

機器が高価

接続速度が遅い

情報検索が手間

認証技術の信頼性

機器操作が困難

知的財産権の保護

送信した電子メールがいつ届くか分からない

必要な情報がない

利用する必要がない

その他

不安・不満なし

(%)

 

◇ パソコンからのインターネット利用者のうち、迷惑メール、ウィルス等の被害を被った者は、 

２９．８％。被害の内容を見ると、「ウィルス発見・感染」が最も多く、２０．７％。次いで、「迷惑

メール」で、１５．５％。なお、実際にウィルスに感染したのは１０．４％。 

パソコンからのインターネットの利用における被害状況及び被害内容（複数回答）（過去１年間） 

無回答
29.0%

被害
あり
29.8%

被害
なし
41.2%

 

 

４ 個人のインターネット利用における不安・不満、被害状況
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0.7

0.3
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ＷＥＢ上（BBS等）での誹謗中傷

その他（著作権の侵害等）
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◇  インターネット利用者のセキュリティ対策の状況 

「何も行っていない」者が３３．６％を占める。 

実施している対策としては、「ウィルスチェックソフトの導入」が最も多く、３１．４％。 

 
インターネット利用者のウィルス・不正アクセス対策の状況（複数回答） 
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14.2
11.6
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◇  インターネット未利用者がインターネットを利用しない理由は、「必要がない」が最も多く、３

６．０％。続いて、「パソコン等の機器操作が困難」が２３．４％、「プライバシー保護に不安」

が１４．８％。 

インターネット未利用者がインターネットを利用しない理由（複数回答） 

36.0

23.4

10.1
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(％) 

(％) 

５ 個人（インターネット未利用者）がインターネットを利用しない理由
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◇ 企業における情報通信ネットワーク（インターネット、企業通信網等）の被害状況  

「被害にあった」企業が７６．２％に上る。 

被害内容では、「ウィルス発見・感染」が最も多く、７５．０％。なお、実際に感染したのは 

４３．５％。 

 

企業における情報通信ネットワークの被害状況及び被害内容（複数回答）（過去１年間） 

無回答
5.9%

被害あり
76.2%

被害なし
17.9%

 
 
 

 

 

（注１） 企業等のコンピュータシステムに無許可で侵入し、システムに不具合を起こさせたり、不正に利用することなど。 

（注２） メール・サーバーに大量のメールを送ってシステムをダウンさせるなど、サービスを提供させないようにする攻撃。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 企業の情報通信ネットワークの被害状況、対策等
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◇ 企業のセキュリティへの対応状況  

「パソコン等へのウィルスチェックプログラム導入」が最も多く、８３．８％。 

なお、「特に対応していない」企業が２．２％にとどまり、ほとんどの企業が何らかの対応を

行っている状況。 

 

企業における情報通信ネットワークのセキュリティに関する対応状況（複数回答） 

64.9

20.9

19.1

18.2

14.5

12.5

8.6

8.5

8.2

7.7

6.5

4.0

0.6

1.0

2.2

55.9

52.0

83.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウイルスチェックプログラムを導入

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御

サーバーにウイルスチェックプログラムを導入

ファイアウォールの設置

社員教育

セキュリティポリシーの策定

外部接続の際にウイルスウォールを構築

代理サーバ等の利用

回線監視

セキュリティ管理の外部へのアウトソーシング

ウィルスチェック対応マニュアルを策定し、社内教育を充実

データやネットワークの暗号化

認証技術の導入による利用者確認

セキュリティ監査

不正侵入検知システム（IＤＳ）の導入

その他

わからない

特に対応していない

(%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
その他の調査結果 
（１） 世帯・個人 
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◇ 個人のインターネット利用端末の割合 

 「パソコン」からの利用が最も多く５，７２２万人（インターネット利用者の８２．４％がパソコン

からの利用）。 「携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末」からの利用は２，７９４万人。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 個人のパソコンからのインターネット利用場所の割合 

「自宅・その他」からの利用者が最も多く、４，５８５万人。 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

パソコンのみの利用者

3,884 万人 

携帯電話・ＰＨＳ、携帯 
情報端末のみの利用者 

    1,061 万人 

ゲーム機・ＴＶ等のみの 

利用者 135 万人 

ゲーム機・ＴＶ等からの
利用者     

 計 364 万人【5.2%】 

パソコンからの利用者 

計 5,722 万人【82.4%】 

携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報
端末からの利用者 

計 2,794 万人【40.2%】 

合計 ６，９４２万人

1,633 万人 129 万人
76 万人

24 万人

自宅・その他からのみの利用者 

2,976 万人 

職場からのみの利用者

773 万人

学校からのみ 
の利用者 

353 万人 

学校からの利用者 

計 839 万人【14.7%】 

自宅・その他からの利用者 

計 4,585 万人【80.1%】
職場からの利用者 

計 1,944 万人【34.0%】 

合計 ５，７２２万人

1, 134 万人 449 万人26 万人

11 万人

(注) 【】内は、パソコンからのインターネット利用者総数（６歳以上）に占める割合。【】の計は100にならない。 
   また、利用者数は四捨五入を行って算出しているため、内訳の和は合計に必ずしも一致しない。 

（注）【】内は、６歳以上のインターネット利用者総数に占める割合。【】の計は 100 にならない。 

また、利用者数は四捨五入を行って算出しているため、内訳の和は合計に必ずしも一致しない。

１ インターネットの普及状況
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◇ 個人のブロードバンド回線の利用率 

「自宅」で「パソコン」からインターネットを利用する者のうち、ブロードバンド回線を利用して

いる者は、３１．１％。 
 

個人のブロードバンド回線の利用率（「自宅」の「パソコン」からのインターネット利用者

のうち） 

利用なし
59.5%

無回答
9.4%

利用している
31.1%

 
 
 

◇ 個人の公共空間（いわゆる「ホットスポット」）での無線 LANサービス等の利用状況 

インターネット利用者の８．８％が利用。 
 
 

8.8 18.672.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

利用した 利用なし 無回答
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(％) 
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◇ パソコンからのインターネット利用内容 

「電子メール」が最も多く、６５．３％。続いて、「情報検索」の５９．１％。 

パソコンからのインターネットの利用内容（複数回答） 

65.3
59.1

19.5
19.5
18.4

17.6
12.9
11.5
11.5
9.9
8.4
7.8
7.2
5.4

2.5
2.7

2.4

17.8

20.2
46.5

0 20 40 60 80 100

電子メール

情報検索

ニュース・天気予報等の情報入手

政府・自治体情報入手

ネットショッピング

掲示板・チャット

メールマガジン

画像のダウンロード

懸賞・アンケート

動画のダウンロード・視聴

オークション

音楽のダウンロード・視聴

有料コンテンツ購入

就職・転職関連

ホームページの作成

オンラインゲーム

オンラインバンキング

株・投信

インターネット電話

e-ラーニング

 

◇ 携帯インターネット利用内容 

「電子メール」が最も多く、８３．３％。続いて、「着メロ等」の４５．８％。 

携帯インターネットの利用内容（複数回答） 

83.3
45.8

31.5
19.9
18.1

10.1
9.3
5.8
5.5
4.8
1.7
1.5
1.3
1.1

0.6
0.7

0.3

34.8
37.3

0 20 40 60 80 100

電子メール

着メロ等、音楽のダウンロード・視聴

有料コンテンツ購入

待受け画面等、画像のダウンロード

ニュース・天気予報等の情報入手

ネットショッピング

情報検索

懸賞・アンケート

動画のダウンロード・視聴

メールマガジン

オンラインゲーム

掲示板・チャット

オンラインバンキング

オークション

政府・自治体情報の入手

就職・転職関連

株・投信

ホームページの作成

e-ラーニング
 

２ 個人のインターネットの利用状況 

(％) 

(％) 
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◇ 個人のインターネットの利用頻度・利用時間 

インターネット利用者のうち、「毎日少なくとも１回」利用する者が最も多く、４２．９％。１回あ

たりの利用時間は、「１０～３０分未満」の利用が最も多く、２３．４％。 

 

インターネット利用頻度                  インターネットの利用時間（１回あたり） 

無回答
6.3%

週に少なくとも
１回
28.8%

月に少なくとも
１回
12.3%

それ以下（年
に１回以上）
9.7%

毎日少なくとも
１回
42.9%

 

◇ 個人のネットショッピングの利用状況 

インターネット利用者のうち、ネットショッピングを利用する者は２０．８％。 

ネットショッピングの利用状況（過去１年間）  

 

 

 
 
 
 

◇ 個人のネットショッピングでの購入内容 

「書籍・ＣＤ」が最も多く、２２．０％。 

ネットショッピングの購入内容（複数回答）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無回答
37.4%

購入した
20.8%

購入なし
41.8%

無回答
23.8%

２時間以上
5.3%

１０～３０分
未満
23.4%

３０分～１
時間未満
19.4%

１～２時間
未満
8.1%

１０分未満
20.0%

22.0

18.7

14.6

9.8

8.8

8.1

5.6

18.3

17.4

0 5 10 15 20 25

書籍・ＣＤ

パソコン関連商品（ソフトウェア等）

趣味的なもの・雑貨（玩具等）

各種チケット

服飾雑貨・貴金属

食料品

旅行の申し込み

家具・家電・家庭用品

その他

(％) 
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◇ 個人のネットショッピングの利用金額及び決済手段 

利用金額（１年間合計）は、「１万円超～３万円以下」が最も多く、２２．２％。決済手段は、

「クレジットカード」が最も多く、１８．４％。 

 

ネットショッピングの利用金額  

５万円超～１０万円以下
7.8%

無回答
30.6%

５０万円超
2.0%

１０万円超～５０万円以
下
9.6% ３万円超～５万円以下

7.8%

１万円以下
20.0%

１万円超～３万円以下
22.2%

 

ネットショッピングの利用における決済手段（複数回答） 

18.4

17.3

3.1

1.3

1.1

1.2

15.1

9.2

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

クレジットカード

郵便振替・銀行（ネットバンクを除く）

代引

コンビニエンスストア

ネットバンク

プロバイダー会社、電話会社

電子マネー

その他

(%)
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◇ パソコンからのインターネット利用者のうち、有料コンテンツを購入した者は、９．９％。購入

した内容は、「ソフトウェア」が購入者の３０．０％、「音楽・映像」が購入者の２２．７％。 

また、携帯インターネット利用者のうち、有料コンテンツを購入した者は、３７．３％。購入した

内容は、「ゲーム」が購入者の８１．２％、「着メロ」が購入者の５０．８％。 
 

 

  

無回答
15.1%

購入した
9.9%

購入なし
75.0%  

パソコンからのインターネット利用者による有料コンテンツの購入内容（複数回答）及び購入 

金額（１年間計） 

30.0
22.7

16.5
11.9

5.1
4.8
1.3

17.4
20.7

0 10 20 30 40 50

ソフトウェア　

音楽

映像

ニュース・天気予報

ゲーム

スクリーンセーバー

有料メールマガジン

電子書籍

その他

 
 

携帯インターネットからの有料コンテンツの購入内容（複数回答）及び購入金額（１年間計） 

81.2
50.8

16.7
8.3
3.2
2.0
0.7
4.0

18.5
22.6

0 20 40 60 80 100

ゲーム

着信メロディ

ソフトウェア　

電子書籍

映像

音楽

ニュース・天気予報

待ち受け画面

有料メールマガジン

その他

 

パソコンからのインターネット利用者の有料コンテン
ツの購入状況（過去１年間） 

携帯インターネットからの有料コンテンツの購入状況
（過去１年間） 

無回答
12.3%

購入した
37.3%

購入なし
50.4%

５千円
以下
18.3%

無回答
22.2%１万円超

10.4%

１万円
以下
9.9%

２千円
以下
10.7%

５百円
以下
15.8%

１千円
以下
12.6%

５千円
以下
13.3%

無回答
8.8%

１万円超
3.3%

１万円
以下
6.0%

２千円
以下
14.4%

５百円
以下
32.6%

１千円
以下
21.6%

(％) 

(％) 

３ 個人の有料コンテンツの購入状況 
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◇ 個人のネットショッピングを利用しない理由 

インターネット利用者が、ネットショッピングを利用しない理由は、「商品を見て買いたい」が

最も多く、３１．７％。次いで、「必要ない・興味がない」の２８．１％。 

 

ネットショッピングを利用しない理由（複数回答）（インターネット利用者のうち） 

31.7

28.1

18.9

6.8

5.9

4.7

21.6

20.9

0 5 10 15 20 25 30 35

商品を見て買いたい

必要ない・興味がない

個人情報の保護に不安

クレジット番号情報を流す不安

商品受取りや返品など信頼できない

購入手段が煩雑

購入したい商品・サービスがない

その他

(%)

 

 

◇ 携帯インターネットの利用において、迷惑メール、ウィルス等の被害を被った者は、携帯イン

ターネット利用者の５８．９％。被害の内容を見ると、「迷惑メール」が最も多く、５８．０％。 

携帯インターネットの利用における被害状況及び被害内容（複数回答）（過去１年間） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無回
答
17.9%

被害
あり
58.9%

被害
なし
23.2%

 

58.0

1.4

0.1

0.0

0.6

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70

迷惑メール

不正アクセス

ウィルス発見・感染

個人情報の不正利用・漏洩

ＷＥＢ上（BBS等）での誹謗中傷

その他（著作権の侵害等）

(％) 

４ 個人のインターネット利用における不安・不満、被害状況 



 16

 
 
 

◇ 個人における世代別の情報通信機器の利用率  

昨年よりも各世代において携帯電話及びパソコンの利用率は増加。デジタルディバイドは

依然存在。 

① 個人の携帯電話の利用率 

41.9

5.9

49.2

71.8

62.8
54.9

37.9

25.0
17.0

5.7

55.7

13.2

68.6

87.4
81.2

74.6

53.1

39.2

25.9

1.3

10.6
12.1

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

全体 6-12歳 13-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70-79歳 80歳以上

(%)
平成13年末 平成14年末

 

② 個人の PHSの利用率 

3.3

1.4

2.6

4.1

6.4

4.8

3.1

1.6

0.6

1.6

0.2

3.4

1.8
2.4

3.4

6.5

5.2

3.4

2.3
1.8

0.9
0.5

0

1

2

3

4

5

6

7

全体 6-12歳 13-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70-79歳 80歳以上

(%)

平成13年末 平成14年末

 

③ 個人のパソコンの利用率 

34.4 32.3

43.1
46.5

51.7
47.1

29.9

18.5

5.8
3.5

41.8

48.2

58.2
61.4

58.8

53.0

34.5

23.1

5.6
0.7

13.4 13.5

0

10

20

30

40

50

60

70

全体 6-12歳 13-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70-79歳 80歳以上

(%)

平成13年末 平成14年末

 

５ 個人の情報通信機器の利用状況 
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◇ 個人の携帯電話・ＰＨＳの利用状況（携帯・ＰＨＳインターネットの利用割合）  

携帯電話・ＰＨＳの利用率は５９．１％。このうち、４９．６％がインターネット対応型の利用率。 

１３～４９歳までの世代ではインターネット対応型の利用率が非インターネット対応型の利 

用率よりも高いが、５０歳以上の世代では非インターネット対応型の利用率の方が高い。 
 

29.3

6.1

40.3
50.7 51.1

40.0

21.9
11.1

5.9 2.5

8.9

30.7

40.1 36.6

39.8

34.6

30.4

21.8

10.5

0.6

29.8

1.2

15.0

71.0

90.8
87.7

79.8

56.5

41.5

27.7

13.0

59.1

1.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全体 ６－１２歳 １３ー１９歳 ２０ー２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上

非インターネット対応型
インターネット対応型

 
 
 

◇ 世帯における家庭内 LAN の構築率  

パソコンを２台以上保有している世帯（全世帯の２５．７％）のうち、家庭内LANの構築率は 

３５．５％。 

 
 

無回答
2.0%

接続して
いる
35.5%

接続して
いない
62.5%

(％) 

６ 世帯の情報通信機器の保有状況、放送サービスの利用状況
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◇ 世帯における情報通信機器の保有状況 

携帯電話の世帯保有率は、対前年比１０．５ポイント増の８６．１％。 

そのうち、インターネット対応型携帯電話は、対前年比３．１ポイント増の４７．７％。 

また、パソコンは、対前年比１３．７ポイント増の７１．７％となるなど、世帯における情報化

は着実に進展。 

なお、インターネットに接続可能な家電の世帯保有率は、３．２％。 

 
 

26.7

71.7

50.5

37.7

32.6

28.8

58.0

50.8

26.4

31.9

40.4

34.2

41.4

23.8

7.0
9.3

11.5
16.0 17.5

86.1

46.0

57.7

64.2
75.4 75.6

47.7

8.9

44.6

9.0
11.0

3.2
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

平成9年末 平成10年末 平成11年末 平成12年末 平成13年末 平成14年末  
 

(％) 

パソコン 

ファクシミリ 

カー・ナビゲーション・
システム 

携帯電話（インター
ネット対応型を含む）

（注）インターネット対応型携帯電話は平成１１年から、インターネット対応型テレビゲーム機は平成１３年から、インターネットに接続できる家電は平成１４年からの調査項目。

インターネット対応
型テレビゲーム機

インターネットに
接続できる家電

インターネット対応
型携帯電話 
（再掲） 
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◇ 世帯における放送サービスの利用状況 

ケーブルテレビ又は衛星放送のいずれかを視聴している世帯は、対前年比３．９ポイント増

の５６．０％。 

なお、ＢＳデジタル放送の視聴世帯は１１．７％。 

 

43.3

44.8

47.8

52.1

56.0

36.4

37.0

36.8

40.8

43.3

8.8

9.4

10.9

17.8

18.5

14.1

14.1

20.8

19.5

19.3

0 10 20 30 40 50 60

平成10年末

平成11年末

平成12年末

平成13年末

平成14年末

平成10年末

平成11年末

平成12年末

平成13年末

平成14年末

平成10年末

平成11年末

平成12年末

平成13年末

平成14年末

平成10年末

平成11年末

平成12年末

平成13年末

平成14年末

(%)

 
 

 
 

 
 

 
 
いずれかを視聴 

 
衛星放送 
（ＮＨＫＢＳ放送） 

衛星放送 
（民放ＢＳ・ＣＳ放送）

 
ケーブルテレビ 
 



  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他の調査結果その他の調査結果 
（２）  企業 
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◇ 企業におけるインターネットの利用状況  

従業員規模に関わらず、企業におけるインターネット利用率は増加傾向。 

従業員規模による格差は年々縮小。 

企業におけるインターネットの利用状況の推移（従業員規模別） 

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100(%)

全体 63.8 78.3 89.3 94.5 96.1 

100-299人 57.6 74.4 86.9 93.2 95.1 

300-499人 74.8 86.0 94.0 97.6 97.8 

500-999人 78.6 87.8 95.9 96.6 98.2 

1000-1999人 89.8 92.3 97.2 99.1 100.0 

2000人以上 92.3 96.0 100.0 99.4 100.0 

平成10年末 平成11年末 平成12年末 平成13年末 平成14年末

 

（注）平成 14年末における従業員３００人以上の企業のインターネット利用率は、９８．４％。 

◇ 企業のホームページの開設率  

８割の企業がホームページを開設。 

産業別では、「金融・保険業」が最も多く、９１．７％。 

 

80.0
74.7 78.1

64.2

85.5
91.7

82.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全体 建設業 製造業

運輸業
・通信
業

卸売・
小売業
、飲食
店
金融・
保険業

サービ
ス業、
その他

(%)

１ 企業のインターネットの利用状況 

（100～299人）

（全体（100人以上））

（300～499人）

（2000人以上）

（1000～1999人）

（500～999人）
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◇ 企業における電子商取引の実施状況  

Ｂ２Ｂ（企業―企業）実施企業は２６．７％。Ｂ２Ｃ（企業―消費者）実施企業は１３．０％。 

産業別では、Ｂ２Ｂは「卸売・小売、飲食業」が最も多く３４．１％。他方、Ｂ２Ｃは、「金融・保

険業」が最も多く、３０．５％。 

 

企業における電子商取引の実施率（複数回答）  

26.7

13.0

0

5

10

15

20

25

30

B2B（企業ー企業） B2Ｃ（企業ー消費者）

(%)

 

産業別電子商取引の実施率（複数回答）  

 

26.7

17.2

29.7
34.1

19.7

13.0

3.8

12.6 11.5 11.6

30.5

21.9

15.5
17.1

0

5

10

15

20

25

30

35

全体 建設業 製造業
運輸業
・通信
業

卸売・
小売業
、飲食
店

金融・
保険業

サービ
ス業、
その他

(%)

Ｂ２Ｂ Ｂ２Ｃ
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◇ 企業におけるテレワーク導入状況  

企業のテレワーク導入率は、対前年比０．７ポイント増の８．４％。 

導入目的は、「定型的業務の効率性（生産性）の向上」が最も多く、６０．４％。次いで、「勤

務者の移動時間の短縮」の４６．７％。 

また、導入した企業の９５．８％が、「効果があった」と回答。 

企業のテレワーク導入率 

0.8
2.0

7.7
8.4

0

2

4

6

8

10

平成１１年末 平成１２年末 平成１３年末 平成１4年末

(%)

 

 

テレワークの導入目的（複数回答） 

60.4

46.7

10.7

4.5

3.0

2.0

2.3

11.2

26.8

18.6

0 20 40 60 80

定型的業務の効率性（生産性）の向上

勤務者の移動時間の短縮

顧客満足度の向上

オフィスコストの削減

付加価値創造業務の創造性の向上

勤務者にゆとりと健康的な生活の実現

優秀な人材の雇用確保

通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）への対応

わからない

その他

(%)

 

テレワークの導入効果 

 

ある程度効果
はあった
72.7%

非常に効果
はあった
23.1%

効果はなかった
0.6%

無回答
3.7%

 

 
（注）テレワーク ： 雇用者で、会社から離れた場所で勤務しながらも通信ネットワークを利用することにより、会社で勤務しているような

環境にある勤務状態のこと。テレワークには、在宅勤務、モバイルワーク（営業などで場所を移動しながら勤務する
状態）、サテライトオフィス（所属している会社の建物とは別の建物において勤務する状態）がある。 
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◇ 企業における情報化投資の実施状況 

過去１年間に、パソコン等の情報化投資を行った企業は、７６．６％。 

投資目的では、「業務の効率化・迅速化」が８７．４％。 

 

企業における情報化投資の実施状況（過去１年間） 

無回答
0.7%

情報化投資を行った
76.6%

行わなかった
22.8%

 

企業における情報化投資の目的（複数回答）  

87.4

33.7

10.9

9.8

4.2

5.1

1.6

0.1

19.1

18.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

業務の効率化・迅速化

営業・販売力強化

組織の簡素化・効率化

人件費などの一般管理費の削減

製品・サービス開発力強化

調達・在庫コスト削減

他社との横並び

その他

明確には存在しない

わからない

(%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 企業の情報化投資の状況
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◇ 企業における情報化投資の効果発揮状況  

情報化投資が経営に効果があったとする企業は７２．３％。 

効果内容では、「業務の効率化・迅速化」が８２．０％。次いで、「情報・ノウハウの共有化の

進展」が４１．３％。 
 

情報化投資の経営に対する効果   

わからない
24.2%

無回答
0.3%

マイナスの効果
1.2%

効果あり
72.3%

効果なし
2.0%

 

情報化投資の効果の内容（複数回答）  

82.0

41.3

13.9

13.1

12.8

6.2

5.8

3.5

1.9

3.8

1.4

18.4

17.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

業務の効率化・迅速化

社内の経営情報やノウハウの共有化の進展

顧客満足度の向上

一般管理費の削減

受発注や決済時間の短縮

企業イメージや認知度の向上

組織の簡素化・効率化

適正な在庫数の確保（在庫コストの削減）

売上高の増加

原材料・部品などの調達コストの削減

新たな事業への進出

その他

具体的には不明

(%)
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◇ 企業における企業内通信網（LAN 等）の構築状況  

企業内通信網を構築している企業は、対前年比５．１ポイント増の９０．６％。 

 

32.2
43.5

57.0 57.4
67.6

30.7

34.4

29.4 28.1

23.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成10年末 平成11年末 平成12年末 平成13年末 平成14年末

 

◇ 企業における企業間通信網（ＷＡＮ等）の構築状況  

企業間通信網を構築している企業は、対前年比１３．９ポイント増の５４．４％と５０％を超え

た。 
 

18.3
22.7

22.1

31.7

0

10

20

30

40

50

60

平成13年末 平成14年末

 

全社的に構築している 

一部の事業所又は部門

で構築している 

全社的に構築している

一部の事業所又は部門

で構築している 

（％） 

（％） 

３ 企業通信網の構築状況 

９０．６ 
８５．５ ８６．４ 

７７．９ 

６２．９ 

４０．５ 

５４．４ 
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◇ 外部からの企業通信網（企業内及び企業間通信網）への接続可能な企業の割合 

パソコン、携帯電話及び携帯情報端末を利用して、「外部から企業通信網」へ接続可能な企

業は、対前年比２．５ポイント増の４５．３％。  

 

22.3 23.3
26.1

42.8
45.3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

平成１０年末 平成１１年末 平成１２年末 平成１３年末 平成１４年末

(%)

 
 

◇ 企業通信網の構築方法  

「全部」又は「一部」を「アウトソーシング」している企業が、５７．２％と過半数。 

 
無回答
4.3%

全部自社で構築
38.5%

全部を
アウトソーシング
17.5%

自社で構築し、一部を
アウトソーシング
39.7%

 
 

◇ 企業におけるインターネット、企業通信網への接続端末の配備状況  

「１人に１台以上」が最も多く、３２．６％。 

 

1人に1台以上
32.6%

3人に1台
13.0%

4人に1台
5.3%

5人以上に1台
23.7%

配備なし
1.3%

無回答
0.4%

2人に1台
23.7%
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◇ ＣＩＯ*（Chief Information Officer）の設置状況 

「専任」のCIOを設置している企業は３．２％。「兼任」を含めると、２２．０％の企業が設置。 

 

無回答
6.8%

いない（設置予
定なし）
59.6%

兼任（業務の大
半）でいる
2.0% 兼任（業務の一

部）でいる
16.8%

いない（設置予
定あり）
11.6%

専任でいる
3.2%

 
 
（注）CIO とは、経営戦略と情報通信戦略を調整・統括する役員。       
 
 

◇ 企業における従業員のＩＴ教育状況  

「行っていない」企業が最も多く、４２．６％に上る。 

実施している内容では、「外部」又は「社内」のＩＴ関連教育・研修プログラムが多い。 

 

従業員のＩＴ教育の実施状況（複数回答） 

25.3

21.2

6.6

1.9

15.6

42.6

10.1

9.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

外部のＩＴ関連教育・研修プログラム

社内のＩＴ関連教育・研修プログラム

社員の自主的なＩＴ関連学習活動への金銭支援

社員の自主的なＩＴ関連学習活動への時間面での支援

ＩＴ関連資格の取得に対する報奨金の支給

ＩＴ関連技能・能力テストの実施

その他の教育訓練

行っていない

(%)

 

４ 企業の情報化と組織 
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◇ 企業における個人情報保護対策の実施状況  

「特に行っていない」が最も多く、４０．５％。 

行っている対策では、「社内教育の充実」が最も多く、２３．９％。次いで「必要な個人情報の

絞り込み」が１５．７％。 

個人情報保護への対策内容（複数回答） 

23.9

15.7

9.2

2.9

2.2

5.0

40.5

7.0

13.4

9.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

社内教育の充実

必要な個人情報の絞り込み

システムや体制の再構築

個人情報保護管理責任者の設置

プライバシーポリシーの策定

外注先の選定要件の強化（プライバシーマーク取得の有無等）

プライバシーマーク制度の取得

その他

特にない

わからない

(%)

 

  

 

◇ 企業における情報通信ネットワークの利用上または利用を妨げる問題点  

「セキュリティ対策の確立が困難」が最も多く、６９．７％。次いで、「ウィルス感染に不安」が

６３．６％と、問題点として「セキュリティ関連」が上位を占める。 

情報通信ネットワーク（企業通信網、インターネットなど）の利用上を妨げる問題点（複数回答） 

63.6

31.9
31.7

24.0
19.6
15.8

9.0
7.7
5.4
1.3
2.7

69.7

37.2
42.0

0 20 40 60 80 100

セキュリティ対策の確立が困難

ウィルス感染に不安

運用・管理の人材が不足

運用・管理の費用が増大

障害時の復旧作業が困難

導入成果の定量的把握が困難

通信料金が高い

通信速度が遅い

導入成果を得ることが困難

著作権等知的財産の保護に不安

電子的決済の信頼性に不安

認証技術の信頼性に不安

その他

特に問題なし

(%)

 

６ 企業の情報通信ネットワーク利用上の問題点

５ 企業の個人情報保護対策の実施状況
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◇ 企業における電子商取引の利用の問題点  

「セキュリティ対策が十分でない」が最も多く、４３．２％。次いで、「システム構築に専門知

識を要する」が３８．２％。 

電子商取引を実施している企業における、電子商取引利用の問題点（複数回答） 

43.2
38.2

24.8

20.6
17.2
16.4

15.0
12.3
8.2

5.9
3.8

2.2
6.7

34.2

28.6

0 20 40 60

セキュリティ対策が十分でない

システムの構築に専門知識を要する

伝票やデータフォーマット等が業界によって異なる

設備投資の費用負担が大きい

取引相手の電子化が不十分

電子商取引に関する法律、原則が整っていない

通信プロトコルが業界によって異なる

情報システムのランニングコストが高い

従来の取引慣行に合わない

適切な決済方法がない

通信料金が高い

通信速度が遅い

必要がない

その他

特に問題点はない

(%)

 

 

◇ 企業における電子商取引を利用しない理由  

「セキュリティ対策が十分でない」が最も多く、４０．５％。次いで、「取引相手の電子化が不

十分」が３３．５％。なお、「特に必要がない」が１７．７％を占める。 

電子商取引を実施していない企業における、電子商取引を利用しない理由（複数回答） 

40.5

33.5

25.5

24.9

21.7

12.9

12.0

11.7

6.0

4.9

17.7

2.9

2.0

30.9

26.2

0 20 40 60

セキュリティ対策が十分でない

取引相手の電子化が不十分

システムの構築に専門知識を要する

設備投資の費用負担が大きい

伝票やデータフォーマット等が業界によって異なる

従来の取引慣行に合わない

電子商取引に関する法律、原則が整っていない

適切な決済方法がない

情報システムのランニングコストが高い

通信プロトコルが業界によって異なる

通信料金が高い

通信速度が遅い

必要がない

その他

特に問題点はない

(%)

 



  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他の調査結果 
（３） 事業所 
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◇ 事業所におけるインターネット利用率 

従業員規模に関わらず、事業所のインターネット利用率は増加。 

従業員規模の大きい事業所の利用率が高い。 

事業所におけるインターネット利用率の推移（従業員規模別） 

68.0

44.8

31.8

19.2

79.1

16.7

29.2

65.6

40.7

73.2

29.6

42.4

63.6

78.6 87.2

48.3

61.8

80.5

91.9 90.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成10年末 平成11年末 平成12年末 平成13年末 平成14年末

(%)

 

◇ 事業所におけるインターネットの利用用途 

「情報の検索、入手」が最も多く、８１．１％。次いで、「社内外との連絡・コミュニケーション」

の５８．７％。 

事業所におけるインターネットの利用用途 （複数回答） 

14.4
12.0
10.0
9.2
7.1
6.3
5.7
3.5
1.9
1.6
1.5

81.1
58.7

46.1
30.1

0 20 40 60 80 100

情報の検索、入手

社内外との連絡・コミュニケーション

ホームページによる情報提供・宣伝

関連会社との情報共有、データの交換

フリーウェアなどのソフトウェアの入手

企業からの部品・材料等の調達

支払いや振込の電子決済

従業員の募集

一般消費者への商品・サービスの販売

市場調査の実施

企業への商品・サービスの販売

商品などのユーザーサポート

クイズや懸賞の実施

e-ラーニング

インターネット電話

(%)

 

１ 事業所のインターネットの利用状況等

（１００人以上） 

（５～２９人）

（３０～９９人） 

（全体） 
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◇ 事業所における情報通信機器の保有状況  

パソコンの保有率が９３．２％、ＦＡＸが９６．５％とほぼ１００％。 

 

68.1

10.7
15.4

82.4

57.0

10.1 7.9
11.5

87.1
93.2 96.595.3

12.0

41.5

94.0

61.4

9.6

38.9

70.0

3.8
9.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

携帯電話 PHS 携帯情報端末 無線呼出し パソコン ワープロ FAX

(%)

平成１２年末 平成１３年末 平成１４年末

 
 

 

 

 

◇ 事業所における情報通信ネットワーク利用上の被害状況  

被害にあった事業所が、３２．７％。 

被害内容では、「ウィルス発見・感染」が最も多く、３１．４％。 

 

事業所における情報通信ネットワーク利用上の被害状況及び被害内容（過去１年間）(複数回答) 

無回答
19.2%

被害あり
32.7%

被害なし
48.1%

 
 

 

（注１） 事業所等のコンピュータシステムに無許可で侵入し、システムに不具合を起こさせたり、不正に利用することなど。 

（注２） メール・サーバーに大量のメールを送ってシステムをダウンさせるなど、サービスを提供させないようにする攻撃。 

２ 事業所の情報通信ネットワーク利用上の被害及び対策状況
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